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市民課 保険年金グループ ☎63－1111 内線122

子育て支援課 ☎63-1111 内線386

内閣府 政策統括官（政策調整担当）障害者施策担当
☎03-5253-2111

令和６年４月から
重度心身障害者の医療福祉費支給制度（マル福）の対象が拡大されます

児童扶養手当の額が改定されました障害者差別解消法改正
事業者にも障がいのある方への

「合理的配慮の提供」が義務化されました

マル福とは、健康保険証を使って医療機関等にかかった際の医療費の一部、または全部を助成する制度です。

▶新たに対象となる方
① 身体障害者手帳４級に該当し、かつIQ50以下（療育手帳B）と判定された方
② 身体障害者手帳３級または４級に該当し、かつ精神障害者保健福祉手帳２級をお持ちの方
③ 精神障害者保健福祉手帳２級に該当し、かつIQ50以下（療育手帳B）と判定された方
※重度心身障害者マル福の助成を受けるには、所得制限があります。

▶申請方法
以下の書類をお持ちになり、市民課窓口で申請してください。
・健康保険証
・マイナンバーが分かるもの（本人・配偶者・扶養義務者）
・本人確認ができるもの
・身体障害者手帳
・療育手帳、判定結果書
・精神障害者保健福祉手帳
・委任状（本人・家族以外の方が申請に来る場合）

　児童扶養手当とは、ひとり親家庭等で児童を養育
している方に支給される手当です。令和5年の全国消
費者物価指数が前年と比べて+3.2％と公表されたた
め、令和6年度の児童扶養手当額は3.2％の引き上げ
となり、令和6年4月から次の通り改定されました。

　障がいのある人もない人も、互いにその人らしさ
を認め合いながら、ともに生きる社会を実現するこ
とを目指し、障害者差別解消法が改正され、令和6年
4月1日から、「努力義務」とされていた事業者による
障がいがある方への「合理的配慮の提供」が「義務」と
なりました。

▶合理的配慮の提供とは？
事業者等に、障がいのある方から社会的バリア（障
壁）を取り除くために何らかの対応が求められたと
きに、負担が重すぎない範囲
で対応を行うこと。
例 ： 筆談、読み上げ、代筆、

タブレット端末の利用、
介助など

詳細は、「障害者の差別解消に向け
た理解促進ポータルサイト」をご覧
ください。

潮来市インフォメーション

対象児童数 3月分まで 4月分から

１人目

全部
支給 44,140円 45,500円

（+1,360円)

一部
支給
※

44,130円　
～10,410円

45,490円～10,740円
（+1,360円～ +330円）

２人目の
加算額

全部
支給 10,420円 10,750円

（+330円）

一部
支給
※

10,410円　
～5,210円

10,740円～ 5,380円
（+330円～ +170円）

３人目
以降の
加算額

全部
支給 6,250円 6,450円

（+200円）

一部
支給
※

6,240円　
～3,130円

6,440円～ 3,230円
（+200円～ +100円）

※所得に応じて手当額が決定されます。
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都市建設課 都市計画グループ ☎63-1111 内線348

茨城県立鹿島産業技術専門学院 ☎0299-69-1171 税務課 税務グループ ☎63-1111 内線135・136

都市建設課 都市計画グループ ☎63-1111 内線348

固定資産縦覧帳簿を
見ることができます

木造住宅耐震改修工事等の
費用を補助します

木造住宅耐震診断の希望者を
募集します

▶対象住宅
 昭和56年5月31日以前に建築確認を受けて着工
された建物で、階数が2以下の木造住宅。
※ その他要件がありますので、詳細はお問合せ

ください。
※ り災証明で半壊以上の住宅は対象外となります。

▶対 象 者  市内の対象建物の所有者または同居
する家族の方（借家人を除く）。

　　　　　　 市税の滞納がある方は受けられません。
▶個人負担　2,000円
▶募集戸数　1戸（募集戸数に達し次第締切）
▶募集期間　4月15日(月)～9月30日(月)
▶申込方法  所定の申込書に必要事項を記入し、

添付書類と併せてお申込みください。
申込書は市ホームページから取得で
きます。

 ※ 必要書類等は市ホームページをご
覧ください。

　土地、家屋の価格が記載されている令和6年度分
の固定資産（土地・家屋）縦覧帳簿を見ることができ
ます。

▶期　間　 5月31日(金)まで （土日祝日を除く）
▶場　所　 潮来市役所税務課（本庁舎１階）
▶縦覧できる方
　 固定資産税（土地・家屋）の納税者、納税管理人、

納税者の代理人（代理人の場合、委任状が必要）
　※ 土地の納税者は土地の、家屋の納税者は家屋

の、両資産の納税者は両方の縦覧帳簿を見る
ことができます。

▶対象要件
・ 耐震改修設計を伴う耐震改修工事または耐震建

替え工事であること。
・ 募集期間中に適正に申請手続きを行い、当該年

度の１月末日までに工事が完了すること。
・ 昭和56年5月31日以前に建築確認を受けて着

工された階数が2以下の木造住宅であること。
※ その他要件がありますので、詳細はお問合せ

ください。
▶補 助 額 経費の5分の4（上限100万円）
▶募集戸数 1戸（募集戸数に達し次第締切）
▶募集期間 4月15日(月)～7月31日(水)
▶申込方法  所定の申込書に必要事項を記入し、

添付書類と併せてお申込みください。
申込書は市ホームページから取得で
きます。

 ※ 必要書類等は市ホームページをご
覧ください。

▶日　　時 6月17日(月)、18日(火)、19日(水)
  午前8時50分～午後5時
 （3日間　計21時間）
▶場　　所 鹿島産業技術専門学院
▶内　　容  労働安全衛生法に基づく特別教育（修

了者には修了証を交付）
▶定　　員 10名（定員を超える場合は抽選）
▶申込期間 4月15日(月)～5月8日(水)（必着）

受講料、申込方法等の詳細は
学院ホームページをご覧ください。

学院ホームページ

鹿島産業技術専門学院 スキルアップセミナー
アーク溶接特別教育


